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1. 研究背景と目的 

2018 年 6 月 18 日午前 7 時 58 分に最大震度 6 弱，

気象庁マグニチュード 6.1の大阪府北部を震源とする

地震が発生した．この地震は，過去に日本で発生した

1995年兵庫県南部地震，2004年新潟県中越地震，2011

年東北地方太平洋沖地震などと比べると，マグニチュ

ードは小さく，人的被害も極めて少なかった． 

しかし，大阪府北部地震では，鉄道機関の運休及び

大幅な遅れが生じた．地震発生時は通勤・通学のラッ

シュの時間帯であり，多くの利用客に影響を与えた．

そのため，帰宅困難者が発生し駅が多くの人で溢れか

える様子や列車から降りた乗客が線路を歩くといっ

た様子が被災各地で見られた．  

また，内閣府の中央会議では南海トラフ地震や首都

直下地震の発生が予測されている．これらの地震は，

今回発生した地震よりも広い範囲での被害が予想さ

れており，鉄道機関をはじめとする公共交通機関へよ

り大きな影響を与えると考えられる． 

そこで，本研究の目的は，大阪府北部地震における

鉄道の運休・遅延状況を分析し，各鉄道会社の地震対

応や地震による運休状況を整理する．さらに，地震動

強さと鉄道運休の関係に基づき，鉄道構造物の被害が

軽微な際に点検作業に起因する復旧時間予測モデル

を構築する． 

 

2. 本研究で使用したデータ 

本研究は地理情報システム（GIS）を用いて行った．

基礎データとなる鉄道路線のデータは国土数値情報

ダウンロードサービス 1)より入手した．大阪府北部地

震では，最大 14事業者 77路線 996区間が運転休止と

なった．運休路線は，大阪府，京都府，兵庫県，奈良

県，滋賀県，和歌山県，三重県，岡山県，福井県の 2

府 7県に及んだ．しかし都道府県ごとにデータの整理

状況が異なることから，本研究においての対象地域は

大阪府，京都府，兵庫県，奈良県，滋賀県，和歌山県

の 2府 4県とした．またこの対象地域の境界をまたぐ

区間は本研究のデータとして含むことにする（図-1）． 

 

3. 通勤・通学への影響 

 地震発生時は朝の通勤・通学ラッシュの時間に重な

り，鉄道利用者への影響が出た．長時間車内で身動き

がとれなかった人や線路を歩く人がいたり，駅構内に

利用者があふれかえる状態が見られ「帰宅困難者」が

発生した． 

国土数値情報の交通流動量パーソンントリップ発

生・集中量データ（平成 22 年調査）の鉄道による通

勤データ，通学データの発生・集中量を用いて，鉄道

運休の影響を受けた人数を都道府県単位で推計した

（表-1）．具体的には，全ゾーンの合計トリップ数に対

する運転休止となった路線を含むゾーンの合計トリ

ップ数の割合を影響率として算出した．発生量に関し

て集計すると，影響率は 2 府 4 県すべてで 70%以上

を占めており，特に大阪府と滋賀県では約 90%に及ぶ．

集中量をみると，発生量と同じく影響率は 2府 4県す

べてで 70%以上を占めており，大阪府と滋賀県では約

95%の割合を示している．この結果から，発生量・集

中量ともに大阪府と滋賀県において，最重要的な路線

が地震によって運転休止したことが分かる．  

 

 

4. 地震動強さと運休時間の関係 

地震動強さと運転休止路線との関係性を分析する

ために，運転休止区間(1 駅分)それぞれに最も近い位

置の計測震度を空間結合させた．計測震度分布は地震

動マップ即時推定システム（QuiQuake）2)より入手し

た（図-2）．計測震度が 2.5以下（震度 2以下）の地域

図-1 研究対象 2 府 4 県の運転休止路線 

表-1 都道府県別の発生・集中量と影響率

平成 30 年度卒業研究梗概集（部内資料）
千葉大学工学部都市環境システム学科 平成 31 年 2 月 8 日
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でも鉄道が運休したことが分かる．すなわち広範囲で

地震による鉄道運休が生じたということである． 

これに基づき，地震発生から 3時間ごとに運転休止

区間を集計した．時間の経過と共に，運転休止区間が

徐々に減少していることが分かった．また，2府 4県

の全線全区間（1590区間）に対する震度階級ごとの運

転休止区間の占める割合を 3時間ごとに算出した（図

-3）．震度が大きいほど運転率が長く続くことから，震

度と鉄道の運転休止時間には相関関係があることが

分かった． 

 

 

 

5. 復旧時間予測モデルの構築 

 既往研究 3)のモデル式を参考に，鉄道の運休に対

応する復旧時間予測のモデル式を構築する．本研究

におけるモデル式は中小規模の地震発生時に生じる

安全確認等による運休の復旧時間予測である．その

ため，本研究の対象路線から機器の不具合が生じた

ために運休した大阪モノレール(本線及び彩都線)の 2

路線は除外してデータを扱う．式(1)で表されるロジ

ステック回帰分析による数理モデルを仮定する．説

明変数である X1は計測震度，X2は運休時間(h)とし

た．X1，X2は各区間(1駅間)でのデータを用いる．p

は各区間の地震後の経過時間に応じた復旧確率を示

す．また運休時間の予測式の適用については，pに

適切な閾値を設定し，復旧確率が閾値 pに達すると

きの X2を当該区間の運休時間と見なすこととする．

回帰定数は表 2のようになった．  

𝑝 =
1

1+𝑒𝑥𝑝{−(𝑏0+𝑏1𝑋1+𝑏2𝑋2)}
  (1) 

 

表 2 モデル式の回帰定数 

 

式(1)の AUCは 0.877で精度は良いとされる．最適

な閾値は p=0.70となり，TPRは 0.766，TNRは 0.818

である．その値をもとに算出した予測運休時間を図示

してみると震源に近い程すなわち震度が大きい場所

に位置する路線は復旧予測時間が大きくなった(図-4)．

そこから，復旧時間は計測震度によって変化すること

が分かった． 

 

 

6. まとめ 

 本研究では，大阪府北部地震による鉄道への被害及

び影響を分析し，既往研究を参考に運休時間の予測の

モデルを構築した．計測震度が大きいほど鉄道運休に

よる影響は大きくなり，運休時間も大きくなることが

分かった．今後，他の地震の際の鉄道の運休時間を考

慮するなどして，さらなるモデル式の精度向上が必要

である． 
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図-2 震度分布と運転休止路線 

図-3 3 時間ごとの運転休止率 

図-4 震度分布図と復旧予測時間 
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